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考え・議論する道徳科の指導法 
－「正答」を「引き出す」授業から意見表明権に基づく「委ねる」授業へ－ 
 
福山 文子 
 
１．はじめに—道徳教科化の経緯と問題の所在— 
 
2013 年２月に、第２次安倍内閣の私的諮問機関である教育再生実行会議において、いじめ問
題への対処に必要との理由から道徳教育の教科化の提言がなされて以来1、道徳教育の充実に関
する懇談会（2013 年３月）、中央教育審議会「道徳に係る教育課程の改善等について」（答申）
（2014 年 10 月）を経て、極めて短い期間で道徳の教科化が決まった。上記の中央教育審議会
の答申では、「道徳教育の本来の使命に鑑みれば、特定の価値観を押し付けたり、主体性をもた
ず言われるままに行動するよう指導したりすることは、道徳教育が目指す方向の対極にあるも
のと言わなければならない。むしろ、多様な価値観の、時に対立がある場合を含めて、誠実に
それらの価値に向き合い、道徳としての問題を考え続ける姿勢こそ道徳教育で養うべき基本的
資質であると考えられる」と指摘された。また、学習指導要領解説には、「答申を踏まえ、発達
の段階に応じ、答えが一つでない道徳的な課題を一人一人の生徒が自分自身の問題と捉え、向
き合う『考える道徳』、『議論する道徳』へと転換を図るものである」2 と書かれている。 
しかしながら、これまで道徳の授業については、「あらかじめ『正答』として想定している判
断や理由を子どもたちから『引き出す』技術が優れた授業技術だとされ、それを工夫・開発す
ることが教師に求められてきた」3。従来型の道徳を経験してきた教員にとって、「考え・議論す
る道徳」への転換は簡単とは言えない。このような状況において、教員は悩み、戸惑い4、さら
に子ども達にも影響が出始めている。今年の４月に放映されたＮＨＫの「クローズアップ現代
＋」「道徳が正式な教科に！とまどう先生・子どもの涙・・・現場密着」では、教員の考えとは
異なる意見を表明した男子児童が、教員をはじめクラス全員から孤立し、涙を流す場面が映し
                                                          
1 「いじめの問題等への対応について」（第一次提言）においては、いじめを早い段階で発見し、その芽を
摘み取り、一人でも多くの子どもを救うことが、教育再生に向けて避けて通れない緊急課題とされている。
そして、現在行われている道徳教育は、指導内容や指導方法に関し、学校や教員によって充実度に差があ
り、所期の目的が十分に果たされていないため、抜本的な充実を図るとともに、新たな枠組みによって教
科化するとある。 
2 文部科学省『中学校学習指導要領（平成 29 年告示）解説 特別の教科道徳編』2017、p.２。 
3 松下良平『道徳教育はホントに道徳的か？－「生きづらさ」の背景を探る－』日本図書センター、2011、
p.70。 
4 中央教育審議会『道徳に係る教育課程の改善等について（答申）』p.18 に悩む教員についての記述がある。
また、2018 年４月 23 日放映の NHK の「クローズアップ現代＋」のタイトル「道徳が正式な教科に！と
まどう先生・子どもの涙・・・現場密着」からも読み取れる。 
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出されていた。多様な価値観に向き合い、「考え、議論する道徳」に向けた指導法が確立しない
まま、傷つく子どもたちが生み出されている可能性が指摘できる。ではなぜ、彼は孤立したの
か。教員はどうして彼の意見を相対的なものとして捉え、認めることができなかったのか。「考
え・議論する道徳」へと向かうためにはどのような環境が整えられるべきなのだろうか。 
日本において、子どもの権利条約の第 12 条「意見表明権」は、第 13 条の「表現・情報の自
由」などと並び、学校教育に混乱をもたらしかねないと懸念され抑制的に捉えられてきた。そ
の影響もあると考えられるが、条約の遂行状況を検証する「子どもの権利委員会」5 の総括的意
見において、日本における子どもの意見表明権をめぐっては複数の課題が指摘されている6。教
員と異なる意見を表明して孤立した男子児童への応答については、この、子どもの意見表明権
に関わる論考が一定の役割を果たし得るのではないだろうか。また福山（2016）7 は、道徳が個
人的で自立的なものであるなら、子ども自らが道徳的状態に至るよう委ねざるを得ないとし、
「考え・議論する道徳」へ向けて、「正答」を子どもたちから「引き出す」授業のあり方から子
どもたちに「委ねる」あり方へと意識を変えていくことが肝要であると指摘しているものの、
具体的な指導法について十分な検討を行ってはいない。そこで本稿では、「考え・議論する道徳」
へ向けた指導法として、意見表明権に基づく「委ねる」授業について論考していくこととする。 
以下、先ず番組で取り上げられた実践の概要と共に、現在道徳科の授業において教員に教え
ることが求められている、道徳の内容項目8 を提示する。次に、戦後道徳教育をめぐる批判を
改めて整理する。この作業を通し、政治権力が道徳的であれと要求することの危険性を改めて
確認すると同時に、「考え・議論する道徳」への転換とセットで教科化がなされた意図を理解す
る。さらに、意見表明権の意義を山本（2001）、世取山（1992）、金子（2015）を中心に整理
することで確認し、山岸（1996）、藤井（2018）により、道徳教育における子どもの意見表明
権の行使状況について明らかにする。最後に、一連の論考を踏まえつつ、「考え・議論する道徳」
へ向けた指導法の一つのあり方として、意見表明権に基づく「委ねる」授業について論じてい
く。 
 
                                                          
5 条約 44 条に基づき設置された独立機関。 
6 岩永定「学校と家庭・地域の連携における子どもの位置」日本教育経営学会編『日本教育経営学会紀要』
第 54 号、2012、pp.14-15。具体的には、第 3 回総括意見「・・・学校において子どもの意見が重視され
る分野が限定されていること、・・・権利を有する人間として尊重しない伝統的見解のために子どもの意見
の重みが深刻に制限されていることを引き続き懸念する」など。 
7 福山文子「考え・議論する道徳」へ向けて－ペスタロッチの道徳教育思想を手掛かりとして－」お茶の
水女子大学『高等教育と学生支援』第７号、2016、pp.30-38。 
8 小学校の低学年では 19 項目、中学年に 20 項目、高学年に 22 項目、さらに中学校に 22 項目の道徳の内
容項目が置かれた。本稿で掲載したものは、小学校低学年及び中学年の内容項目である。 
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２．実践「お母さんのせいきゅう書」と道徳の内容項目 
 
 放映された「道徳が正式な教科に！とまどう先生・子どもの涙・・・現場密着」9 の中では、
道徳の実践を３つ紹介していた。ここでは、多数派とは異なる意見を男子児童が表明したもの
の、「考え・議論する道徳」に向かうことなく、結果としてこの児童が沈黙し涙を流す展開になっ
た実践、「お母さんのせいきゅう書」（小学校４年）を取り上げる。以下に実践の概要と当該児
童が涙を流した経緯を記し、併せて学習指導要領に示されている道徳の内容項目を提示する。 
 
（１）実践「お母さんのせいきゅう書」の概要 
教員 A は、「『母親の無償の愛』を通じて『家族愛』について考え」させようとし、「お母さ
んのせいきゅう書」を教材として用いることにした。「家族愛」は、（３）で示す、「表１道徳の
内容項目」の「Ｃ主として集団や社会との関わりに関すること」の４番目に挙げられている道
徳的価値である。また、教材の概要は以下の通りである。 
ある朝、たかしがお母さんに１枚の紙切れを渡しました。それは、せいきゅう書でした。
たかしは、「お使い代」「お掃除代」「お留守番代」として、５００円を請求したのです。お
昼どき、お母さんは５００円と一緒に小さな紙切れを渡しました。お母さんからの請求書
でした。「病気をしたときの看病代」「洋服や靴」そして「おもちゃ代」など、いずれも０
円。それを目にした、たかしの目には涙があふれました。 
授業の中で教員 A は、「お母さんはどんな気持ちでたかしに請求書を渡したのだろう」と児
童達に問いかけ、複数の児童から「私の宝物はたかしだから、お金なんてもらわないよ」「お金
はいらないから、そのかわり、たかしの成長を見せてね」といった「母親の無償の愛」に繋が
る意見が続いた10。 
 
（２）男子児童が涙を流す経緯 
 上記のような展開の後で、一人の男子児童がこれまで出されたものとは異なる意見を表明し
た。その児童は「わたしは 0 円なのよ。お母さんの気持ちになってみなさいよ。せっかく家事
とかをしているのに。子どもっていいな。なんかえらいことをするとお金をもらえるから」と
                                                          
9 番組の内容については、以下のＮＨＫクローズアップ現代＋のサイトで確認ができる。https://www.nhk. 
or.jp/gendai/articles/4120/index.html（2018 年９月５日取得） 
10 世界労働機関（International Labour Organization： ILO）の Women at Work Trends 2016（働く女
性の動向：2016 年版）では、ケア労働に対する過小評価などの従来型の男女別役割分担の考え方を、女性
にとっての機会ややりがいを阻害し続けている要因の一つと位置付けている。そもそも「母親の愛は無償」
なのか。この点についても議論の分かれるところであろう。 
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発言する。クラスにざわめきと笑いが起こる。孤立した当該児童に対し、教員 A は、クラス全
員に聞こえる大きな声で、「それでもさぁ、お母さんはやっぱりさぁゼロ円の請求書を渡したわ
けじゃん」と児童に畳みかける。さらに「お金が欲しいな、いいなと思うんだったら・・・」
と教員 A が続けると、教員 A の意見に同調し、「確かに、１円、１０円、１００円でも書いて
渡せばいい」と、発言する子ども達が出てくる。同調する子ども達に対し、教員 A は、「ねぇ・・・」
と相槌を打つ。完全にひとりぼっちになった男子児童は口をつぐみ、涙を流す。 
 この男子児童は、自分が表明した意見を教員により受け止められたと感じたであろうか。ま
た、教員 A は、子どもの意見表明権について認識しているといえるだろうか。 
 
（３）学習指導要領で定められた道徳の内容項目 
 教科化に伴い、子ども達は、生き方に深く関わる道徳的価値を、表１に示した道徳の内容項
目に基づいて作成された教科書で学ぶことになる。嶺井（2016）は、個々人の生き方に深くか
かわる価値を「内容項目」として国が学習指導要領で定めた上に、それにもとづいて作成され
る教科書を国が検定し、しかも、教科書を使用する義務が学校・教員に課せられる、重層的な
国の関与に懸念を表明している。そして、地域社会の中でグローバル化・情報化が進展し多文
化共生の在り方が求められる一方で自然との共生が模索される新しい時代に生きる子ども達は、
こうした時代に相応しい道徳的価値を創造していく主体になれるよう育つことが求められると
述べている。さらに、はじめに道徳的価値ありき、言い換えれば「徳目」ありき、では子ども
たちの心や感性は動かないと指摘するとともに、「考える道徳へと転換させる」といいつつも、
考えるべき道徳的価値があらかじめ決められていることの矛盾に、文部科学省が触れていない
ことに疑問を呈している11。また、池田（2018）は、「問題は道徳的であるとされる価値の内容
そのものではなく、道徳という価値をいかにして公的に扱うかという点である」12 と指摘し、
「今日の多文化・多言語・多宗教といった状況にあって、価値のぶつかり合いの調整は社会的
課題でもある。そこでは、各人が身に付けている価値判断そのものが揺さぶられる。このよう
な多様な価値のぶつかり合いの中から、いかに合意形成をしていくかが道徳教育に問われてい
るのではないか」と論じている13。  
 両者ともに、公的に「道徳的価値ありき」と扱う点に疑問を呈し、併せて道徳的価値を固定
的・絶対的なものではなく、可変的・相対的なものであると認識していると考えられる。この 
                                                          
11 嶺井正也「道徳の教科化② 懸念は何か」（視点・論点）解説アーカイブスＮＨＫ解説委員室 http://www. 
nhk.or.jp/kaisetsu-blog/400/253421.html（2018 年９月 13 日取得） 
12 池田賢市「道徳教育と人権教育との接合の可能性と危険性」中央大学文学部『教育学論集』第 60 集、
2018、p.2。 
13 池田賢市「道徳の教科化をどう考えるか」『教育×Chuo Online』 
http://www.yomiuri.co.jp/adv/chuo/research/20141204.html（2018 年９月 13 日取得） 
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表１道徳の内容項目 
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ような認識は、道徳を個人的・自律的なものとして捉えたペスタロッチ（Johann Heinrich 
Pestalozzi）や、道徳的価値は相対的で、一社会内に複数の道徳があり、一つの行動について
も異なった道徳が異なった判断をするとする、「相対的道徳」というケルゼン（Hans Kelsen）
の考え方を想起させる14。国際法の専門家であるケルゼンは、「『道徳』という唯一のものがあ
るのではなく、相互に矛盾する多様極まる道徳体系が存在することを自覚すること」 が重要で
あると述べている。つまり、「人がいかに生きるべきかに関する正しい理論を打つ立てることは、
いかなる人にもできない」15 との立場である。 
上記の実践についても、家族愛は多様なものであり、たかしさんのお母さんのあり方も、涙
を流した男子児童の母親のあり方も、どちらかが正しく、どちらかが間違っているというもの
ではないだろう。 
 
３．戦後の道徳教育をめぐる批判 
 
 戦後、連合国軍最高司令官総司令部の「四大指令」の一つとして、修身の授業停止が命じら
れただけでなく、修身教育への自己批判があればこそ、1958 年の「道徳」特設まで、10 年以
上の道徳の空白が生じることとなるのだが、道徳教育をめぐる批判は、その「内容」へ向けら
れたもの、及び「政治権力が道徳的であれと要求すること（国家の道徳への関与）」へ向けられ
たものなどがある。無論道徳教育に向けられた批判は多様であるが、以下、内容的に「まちがっ
た修身（道徳）」は許さざるものだが、正しい修身（道徳）であれば、「振興」すべきとの考え
方と、内容に拘わらず、「政治権力が道徳的であれと要求すること（国家の道徳への関与）」に
問題があるとする考え方に分けて整理する。 
 
（１）「まちがった修身（道徳）」をめぐる批判 
 修身（道徳）をめぐっては戦後多くの反省がなされ、様々な批判がなされてきた。しかし、
数年後には早くも「振興」に向けた再検討がなされはじめる。既に 1950 年の時点で、第三次
吉田内閣の文部大臣であった天野貞祐は全国都道府県教育長協議会（1950 年 11 月 7 日）にお
いて、「修身科復活」を提案している。さらに、同月 26 日には、従来のもの（修身）へ復帰し
ようなどと考えないが、新しい道徳の工夫をしていきたいという内容の、「私はこう考える—教
育勅語に代わるもの」という私文を朝日新聞に寄せている16。道徳の教科化と国家による道徳
                                                          
14 ハンス・ケルゼン著、長尾龍一訳、『純粋法学』岩波書店、2014、pp.58-69。 
15 リチャード・ノーマン著、塚崎智監訳『道徳の哲学者たち－倫理学入門－』昭和堂、1998、p. 6。 
16 天野の私文全文は、中野光・藤田昌士編著『史料道徳教育』総合労働研究所、1982、pp.152-153 に掲
載。以下、部分的に抜粋する。「要するにわたくしは従来のものへ復帰しようなどと考えるのではありませ
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基準の作成とを二つの柱とする、この天野の道徳教育論は、当時多くの議論を巻き起こし、糾
弾がなされたものの、その後 65 年間脈々と受け継がれ、「特別の教科・道徳」の実現で実を結
ぶことになったと言われる17。文部省事務次官を務めた日高（1957）も、以下の枠内に示した
ように、一見修身教育に懸念を表明しているように見えるが、続けて「しかし、この偏狭と独
善、偽善と盲従との排撃は、決して道徳教育そのものの否定であってはならない」18 と述べて
いる。つまり天野や日高は、「まちがった修身（道徳）」は許されないと批判しつつも、「正しい
修身（道徳）」の振興を目指していたといえる。 
修身教育、ことに 1941 年以降の修身の内容はどういうものであったか。それは短くい
えば、皇国の道に則った、国民の錬成であった。皇国の道とは、教育勅語に示された国体
の精華と臣民の守るべき道を指し、いわゆる、「皇運扶翼の臣民道」を意味した。その道徳
教育とは、日常坐臥、ひたすらにこれに服従する修練を指していた。このように独善的な
全体主義、権力主義的な教育が、主権在民の新憲法や、真理と正義を愛し、人格の尊厳を
尊ぶ教育基本法の原理と相容れず、惜しげもなく否定され、排除されたことは、理の当然
であって、いささかも弁護の余地がない。万一、今日いう道徳教育が、かくのごとき過去
のまちがった修身教育の復活または加味を意味するならば、それは、断じて許すべからざ
ることである19。 
（２）「国家の道徳への関与」をめぐる批判 
「道徳」特設に先立ち、日本教育学会教育政策特別委員会が 1957 年 11 月に発表した「道徳
教育に関する問題点（草案）」では、「近代民主政治のもとで、個人の自由と良心の問題である
道徳とその教育について、公権力が一定の方向付けやわくづけをすることが、はたして妥当で
あるかどうかが考えられねばならない」「国民道徳を高めるために、学校の教育課程をいじるよ
りもさきに、政府としてしなければならないことが多いのではないだろうか」と、問うている。
この問いかけは、「政治権力が道徳的であれと要求すること（国家の道徳への関与）」に対する
                                                                                                                                                       
ん。すでに社会科は修身より一歩進めたものだといえます。—中略—遺憾ながら十分その成果をあげていな
い。そこでこれまでの修身科と社会科を契機としてここに新しい道徳教育の工夫をしようというのであり
ます」。 
17 菊地真貴子「天野貞祐の道徳教育論の展開と課題」白鷗大学教育学部『白鷗大学教育学部論集』11(４)、
2018、p.41。 
18 日高第四郎『日本の教育のあゆみ・ねらい・よりどころ』民主教育協会、1957、pp.48-49。 
19「教育勅語を教材として用いることを否定しない」とした閣議決定（2017 年 3 月）や、教育勅語につい
て「アレンジした形で今の道徳などに使えるという意味で普遍性を持っている」とした柴山文部科学大臣
の発言（2018 年 10 月）など、「まちがった修身（道徳）」さえ振興させようとするかのような現在の動向
に対しては、強く警鐘を鳴らすべきであろう。 
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ものであろう20。長尾（1969）は、ペスタロッチを引きながら、国家権力が「道徳の教師」と
して人民に臨むことの危険性について論じている。すなわち、人間の自然本性についての知恵
が欠けているからこそ、荒廃した状況が生じているのであるが、だからといって政治権力は人
民に対して道徳的であることを求めてはならないとの主張である。以下に、少し長いが引用す
る21。 
指導者個人がたとえどれほど道徳的に高潔であろうとも、また、共和国が、民衆の間に「自
由の能力」を、つまり「人権を確保する」能力を育てることをもっておのれの最大の関心
事としていようとも、政治権力は、けっして人民に向かって道徳的であることを求めては
ならない。政治の責任は、民衆のために幸福な結婚生活や家庭生活を保障することではあっ
ても、家庭や学校における道徳教育のあり方に立ち入ったり、まして政治の不備に対して
寛大であることを人民に対する道徳教育の内容として求めたりすることであってはならな
い。 
  
明治政府は絶対的な課題としての急速な「近代化」のために、むしろ国民が自分なりに判断
できる主体としての「個」を確立させることとは正反対の方向で、道徳教育を推進してきた22。
当時、国にとって、そのような道徳教育が正しかったからである。戦時中の教育勅語も、教育
勅語に示された「皇運扶翼の臣民道」も、当時の国にとっては正しかったのである。つまり、
正しさは、時代によっても、また誰にとっての正しさかによっても、変わるものである。国家
といえども、いくらでも過ちをおかすことは、これまでの歴史をみれば明らかであろう。「政治
権力が道徳的であれと要求すること（国家の道徳への関与）」をめぐる危険性について過小評価
してはならないのではないか。 
前述の天野の私文には、「人間は生きてゆくためには何らかの意味において日々の行為の則る
べき規準を持たなければならない。—中略—そういう基準が体系づけられ一般に通用すべきであ
るという権威をもって示されるならば、一般人にとって生活の指針として非常に好都合だとい
えます」とある。この天野の言葉については、先ず「本当は誰にとって好都合なのか」を問う
必要があるだろう。そして、ひたすらに服従させる「独善的な全体主義、権力主義的な教育」
が国により強制された歴史的事実に照らし、「政治権力が道徳的であれと要求すること（国家の
道徳への関与）」をめぐる危険性についてあまりに楽観的と言わざるをえない。 
                                                          
20「道徳教育に関する問題点（草案）」の全文は、中野光・藤田昌士編著『史料道徳教育』総合労働研究所、
1982、pp.207-214 に掲載。 
21 長尾十三二「道徳教育の思想」海後宗臣他編『道徳と国民意識』教育学全集 15、小学館、1969、pp.17-18。 
22 佐野安仁、荒木紀幸編著『道徳教育の視点』（第４版第１刷）、晃洋書房、2018、p.102。 
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ところで、この楽観的な姿勢は過去のものであろうか。道徳の教科化をめぐり 2015 年に文
部科学省に寄せられたパブリックコメントは 5,993 件あった。「戦前の道徳教育に対する総括
や反省」がないままに道徳の教科化を進めることへの憂慮をあらわした意見に対し、文部科学
省は「考えたり、議論する道徳へと質的転換」を図れば問題ないと回答しているのである23。
つまり、「国家の道徳への関与」への懐疑と危惧に対する文部科学省の応答が、「考え・議論す
る道徳」への転換だったのである。「国家の道徳への関与」は、国が検定した教科書の使用が義
務づけられている道徳科の授業の中で、子どもたちが考え・議論することで、乗り越えられる
だろうか。教員と異なる意見を表明した児童が孤立し、涙を流す現実に照らせば答えは明らか
であろう。 
 
４．子どもの意見表明権と道徳 
 
ここでは先ず、子どもの意見表明権の意義、同権利を行使する条件、そして道徳教育におけ
る子どもの意見表明権の重要性について確認する。その上で、道徳教育における子どもの意見
表明権の行使状況について考察すると同時に、子どもの意見表明権が制限されることで生じる
不利益について論考する。 
 
（１）子どもの意見表明権の意義 
山本（2001）は、「子どもがこの権利を行使することが『一人前の主体』になること」であ
り、社会は子どもを意見表明の主体として教育し、意見表明の機会を与える責任があるとして
いる24。また世取山（1992）は、意見表明権の原理的意義（価値）を２点指摘している。つま
り「子どもの発達しつつある意思を正当に取扱って初めて子どもの最善の利益を確定すること
ができるという、意見表明権の手段的な意義」及び、「意見表明権によって子どもの自立的能力
の発達が促されるのであり、意見表明それ自体に教育的価値」が認められるとの、２点の指摘
である25。 
さらに金子（2015）は、子どもの意見表明権の社会的意義とその成立要件を、二つの教育実
践分析を通して明らかにし、子どもが｢意見表明権」を行使する主体になることを保障するには､
いかなる認識､働きかけ､社会条件が必要なのかを検討している。そして、意見表明権が根付い
                                                          
23 大森直樹・中島彰弘編著『2017 中学校学習指導要領の読み方・使い方』明石書店、2017、p.228。 
24 山本雄二「個性の文法」柴野昌山編『文化伝達の社会学』世界思想社、2001、p.321-322。山本は、藪
本知二の論に依りつつ、子どもの意見表明権の可能性について論じている。 
25 世取山洋介「こどもの権利条約をめぐる議論の状況—意見表明権および市民的自由の意義付けを中心にし
て—」民主主義科学者協会法律部会『法の科学』第 20 号、1992、p.192。 
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ていない社会において、子どもがこれを行使するための条件とは、自らの意見表明を受け止め
てくれる人と環境がそこにあるという確証ではないかと述べている26。 
以上のことから、意見表明権は、その行使が「一人前の主体」になることを意味し、また社
会は子どもを意見表明の主体として教育し、意見表明の機会を与える責任があること、さらに
子どもの最善の利益を確定するための要件であると同時に、自立的能力の発達を促す教育的価
値を有するものであることがわかる。そして、子どもが意見表明権を行使する主体になること
を保障するためには､子ども自らの意見表明を受け止めてくれる人と環境がそこにあるという
確証を、子ども自身が得ることが不可欠といえる。 
 
（２）道徳教育における子どもの意見表明権 
「特定の価値観を押し付けたり、主体性をもたず言われるままに行動するよう指導したりす
ることは、道徳教育が目指す方向の対極にある」以上、行使することで「一人前の主体」にな
る子どもの意見表明権は、道徳の前提ともいえる重要なものと言える。また、「考え・議論する
道徳」への転換が求められているが、そもそも議論は自由に意見表明ができなければ成立し得
ない。では、このような子どもの意見表明権は、これまでの道徳教育の中で行使されてきただ
ろうか。 
山岸（1996）は、大学生に道徳について意見を書かせると、お話を読まされて感想を言わさ
れたが、正解－教師が求めている答－がわかってしまって、それを言うだけでつまらなかった
というものが多いと報告している。さらに、自分なりに「正しいこと、よいことは何か」を考
えることが許されるわけではなく、「子どもが主体的に考え教師とは異なる考えをもち、教師の
考えるよさに対して疑問や異議を唱えたりすれば、授業をスムースに進ませなくする厄介なも
のとしておさえこまれてしまう」と指摘している27。 
藤井（2018）は、道徳の授業では道徳的判断力が育成されなければならず、そのためにも責
任ある判断の主体としての「個」の確立が援助される必要があると述べている。にもかかわら
ず、多くの授業では資料（たとえ話）の登場人物の心情や行動を「ごもっとも」なこととして
受け入れさせ、その行動を「りっぱなこと」として理解させるという構造になっていると指摘
している。そして、共感すべき心情と評価されるべき行動が初めから決定されており、子ども
達にとってはどのように感じ、考え、発言したら良いかの「筋書き」が見えてしまっており、
                                                          
26 金子真理子「子どもの『意見表明権』の社会的意義－二つの教育実践の分析をもとに－」日本子ども社
会学会『子ども社会研究』第 21 号、2015、pp.75-94。 
27 山岸明子、「道徳性の発達を促す教育—〈哲学者としての子供〉と「よい子」の押しつけをめぐって—」順
天堂医療短期大学『順天堂医療短期大学紀要』７、1996、p.97。 
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結果として「ホンネ」で考え、真剣な議論にならないと述べている28。 
山岸、藤井、両者の記述は、子どもの意見表明権に関わる教員の認識の欠如と、子ども自ら
の意見表明を受け止めてくれる人と環境の不在を明らかにしているといえるだろう。そして、
そのような状況の中、もし主体的に考え教師とは異なる考えをもち、教師の考えるよさに対し
て疑問や異議を唱えれば、つまり意見を表明すれば、厄介なものとしておさえこまれ、「筋書き」
通りに感じ、考え、発言することが期待されてきたのである。つまり、意見表明権が制限され
ることで生じる不利益として「考え・議論すること」の不活性化が指摘できる。 
主体的に考え・議論させようとするならば、筋書き通りにコントロールしてはならないはず
である。一方、「委ねる」とは、コントロールとは対極にある概念であり、権限などを譲って任
せることである。「考え・議論する道徳」を志向するならば、子どもの意見表明権を尊重すると
ともに、子どもたちに「委ねる」ことが必要であると言えるだろう。 
 
５．「正答」を「引き出す」授業から「委ねる」授業へ 
 
 ここでは、現行の『中学校学習指導要領解説特別の教科道徳編』（平成 29 年７月）で示され
ている指導法について、「意見表明権、及び同権利の行使条件」という視点から検討し、その後
に意見表明権に基づく「委ねる」授業に向けた指導法について論考する。 
 
（１）中学校学習指導要領解説における指導法と子どもの意見表明権 
 『中学校学習指導要領解説特別の教科道徳編』には、「３学習指導の多様な展開」という項目
があり、（１）多様な教材を活かした指導、（２）体験の生かし方を工夫した授業、（３）各教科
等との関連をもたせた学習の指導、（４）道徳科に生かす指導方法の工夫、という４つの下位項
目が提示されている。４項目目の（４）道徳科に生かす指導方法の工夫では、以下の 7 点が指
摘され（併せて要約を記す）、およそ 3 ページに亘り記述がなされている。 
ア 教材を提示する工夫 
読み物教材の場合、現在は教師による範読が一般に行われている。その際、例えば劇のよう
に提示したり音声や音楽の効果を生かす工夫、あるいはビデオなどの映像を活用することによ
り、効果が高められる可能性がある。 
イ 発問の工夫 
発問により、生徒の問題意識や疑問などが生み出され、多様な感じ方や考え方が引き出され
                                                          
28 藤井千春「我が国における道徳教育の展開」佐野安仁・荒木紀幸編著『道徳教育の視点』（第４版第１刷）
晃洋書房、2018、p.116。 
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る。そのためにも、生徒の思考を予測し、それに沿った発問や、考える必然性、切実感のある
発問、自由な思考を促す発問、物事を多面的・多角的に考えたりする発問などを心掛けること
が大切である。 
ウ 話し合いの工夫 
 話し合いは、生徒相互の考えを深める中心的な学習活動であり、道徳科においても重要な役
割を果たす。考えを出し合う、まとめる、比較するなどの目的に応じた工夫が求められる。座
席の配置を工夫したり、討論形式で進めたり、ペアでの対話やグループによる話合いを取り入
れる工夫も望まれる。その結果、話すことと聞くことが並行して行われ、生徒が友達の考え方
についての理解を深めたり、自分の考え方を明確にしたりすることができる。さらに、その効
果を一層高めるためには、教師が適切な指導・助言を行うこと、多様な感じ方や考え方を引き
出すことのできる学級の雰囲気を作ることが重要である。 
上記に加え、エ書く活動の工夫、オ動作化、役割演技など表現活動の工夫、カ板書を活かす
工夫、キ説話の工夫が挙げられている。上記の通り、意見表明権の行使に関連すると考えられ
る箇所に下線を引いたが、「道徳科に生かす指導方法の工夫」において、意見表明権という用語
は使われておらず、また子どもたちが意見表明権を行使するための条件ともいえる、教員等の
意見の受け止め方に焦点化した記述はなかった。 
 
（２）子どもの意見表明権に基づく「委ねる」授業を実現する指導法 
では、「考え・議論する道徳」に向け、子どもの意見表明権に基づく、子どもに「委ねる」授
業には、どのような指導法が求められるのだろうか。前述の通り、残念ながら、中学校学習指
導要領の「道徳科に生かす指導方法の工夫」においては、意見表明権という用語は使われてお
らず、教員等の意見の受け止め方に焦点化した記述もなかった。また、第２項で提示した実践
では、男子児童が表明した意見が受け止められていない状況が示されていた。前述の、山岸、
藤井、両者が報告した状況を改善するためにも、「教員が子どもの意見表明権を認識すること」
「子どもたちが意見を表明できる環境を整備すること」が必要だろう。さらに、子どもたちの
意見を受け止めるためには、教員自身が「異論への向き合い方を学ぶこと」が不可欠といえる。
したがって、子どもの意見表明権に基づく「委ねる」授業を実現する指導法として、学習指導
要領で示された「道徳科に生かす指導方法の工夫」に加えて、以下の３点を含めていくことを
提案したい。 
 
① 子どもの意見表明権を認識する 
山本らが論じているように、意見表明権は、その行使が『一人前の主体』になることを意味
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し、また子どもの最善の利益を確定するための要件であると同時に、自立的能力の発達を促す
教育的価値を有するものである。さらに、意見表明権は道徳の前提ともいえる重要なものであ
る。教員ひとりひとりが、子どもの権利条約に明記されている意見表明権について認識し、こ
の権利を尊重する意識を持つことが求められる。 
② 子どもたちが意見を表明できる環境を整備する 
 金子が論じているように、子どもが意見表明権を行使するためには､子ども自らの意見表明を
受け止めてくれる人と環境がそこにあるという確証を子ども自身が得られることが必要である。
教員は、子どもたちから意見を受け止める人として確証を持たれるよう、日頃からどの子ども
の意見にも謙虚に耳を傾ける姿勢が求められるだろう。 
③ 異論への向き合い方を学ぶ 
②の「環境の整備」を担保するためには、つまり教員が子どもたちから意見を受け止める人
として確証を持たれるためには、教員自身が自分とは異なる意見への向き合い方を学ぶ必要が
あるのではないか。川端（1998）は、「自文化中心主義（エスノセントリズム）とは、自分の
属する文化の価値観を唯一の基準として、他の文化の価値観などについて判断することである。
このような考え方により、自文化の優越性を信じ、他の文化を劣っていると評価する傾向が生
まれてしまう。－中略－特に日本のような均質性が高い社会では、人々が異なる文化の習慣や
価値観に慣れていないため、自文化中心主義的な考えを持ちやすいとも考えられる」と述べて
いる29。自文化中心主義は、強弱の差はありつつも、誰しもが内面に持ち得るものであろう。
教員は、自身の内にある自文化中心主義に自覚的になりその軽減に努めること、併せて差異に
決定的な価値づけをしない30 ように心がける必要があるだろう。 
上記３点に加え、併せて「正答」を「引き出す」授業がもたらす、「『つまらない』を超えた
弊害」について指摘したい。子ども達がこれまで教室内で繰り返し見聞きした「多数派と異な
る意見を、厄介な存在として片付ける」教員の発言・行動・態度は、彼らにとって類似した行
動（≒いじめ）のモデルとなりはしないだろうか。つまり、従来型の道徳は、いじめの要因、
あるいはいじめを助長する要因となり得るのではないか。男子児童が涙を流す経緯といじめと
が重なって見えるのは、筆者だけであろうか。 
 
  
                                                          
29 川端美樹「自文化中心主義と偏見」渡辺文夫編『異文化接触の心理学』川島書店、1998、pp.183-184。 
30 アルベール・メンミ（Albert Memmi）は、差別主義について差異に普遍的・決定的な価値づけをする
ことであると述べている。アルベール・メンミ著、白井成雄他訳『差別の構造』合同出版、1971、p.226。 
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６．まとめにかえて  
 
文頭に書いたように、道徳教育の教科化は、いじめ問題への対処に必要との理由から提言が
なされ、極めて短い期間で決まった。しかし、具体的な契機となったと言われる、大津いじめ
事件（2011 年 10 月）が起こった中学校は、平成 21・22 年度文部科学省指定の「道徳教育実
践研究事業」推進指定校であった。つまり、この事件は道徳教育が推進された直後に起こった
のである。また、大津いじめ事件の報告書31 には、「将来に向けての課題」として、「学校内外
に生徒がシグナルを発しやすい法制度の構築」をはじめ、４つの柱が立てられ提言がなされて
いるのだが、主に書かれているのは、国連子どもの権利委員会が指摘している日本における子
どもの権利侵害とそれらに対する救済や回復についてであり、いじめ問題における道徳教育の
意義や、道徳教育への期待に関わる記述はない（にも拘らず、いじめ問題への対処に必要との
理由から道徳教育の教科化が提言されたのである）。以上のことから、少なくとも、従来型の道
徳にいじめ問題への対処は期待できないといえるだろう。さらに、国家の道徳への関与につい
て示された憂慮に対し、文部科学省は「考えたり、議論する道徳へと質的転換」を図れば問題
ないとしたが、「考え・議論する道徳」へ転換することで、国家の道徳への関与をめぐる問題が
解消すると考えることは、あまりに楽観的と言わざるを得ない。 
また、従来型の「正答」を「引き出す」道徳教育においては、「考え・議論すること」が不活
性化されてきた可能性が指摘できると同時に、新しい『中学校学習指導要領解説特別の教科道
徳編』で示された「道徳科に生かす指導方法の工夫」において、この不活性化への対応が十分
になされているとは言えなかった。つまり、「考え・議論する道徳」へと転換させるといいつつ
も、現状では「考え・議論する道徳」への転換に向けた手立てがしっかりと対策されていると
は言えないのではないか。 
「考え・議論すること」が不活性化されてきた要因に真摯に向き合うことなしに、「考え・議
論する道徳」へと質的転換が図られるであろうか。実態として「考え・議論する道徳」へ向か
おうとするなら、「意見を表現しても、それに耳を傾けてもらえないだけでなく、意見を表現す
ること自体を抑圧されてきた」32 という、子どもの意見表明権をめぐる現実から目をそらして
はならないのではないか。「多数派と異なる意見を、厄介な存在として片付ける」教員の発言・
行動・態度は、類似した行動（≒いじめ）のモデルとなり得ることも示唆された。 
考え・議論する道徳科の指導方法の工夫として、教員が子どもの意見表明権を認識すること、
                                                          
31 大津市立中学校におけるいじめに関する第三者調査委員会による報告書：平成 25 年１月 31 日。 
32 桜井智恵子・堀真一郎「子どもの権利条約における意見表明権とその具体化の原則—子どもの自由を保障
する視点から—」大阪市立大学生活科学部『大阪市立大学生活科学部紀要』第 41 巻、1993、pp.4-5。 
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子どもたちが意見を表明できる環境を整備する事、さらにそのような環境の整備を担保するた
めに教員が異論への向き合い方を学ぶことが必要であると考えられる。 
